
平成年月日 金曜日 (第号付録) 月目録官 報

二
九

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
プ
ロ
ト
コ

ル
電
話
端
末
及
び
専
用
通
信

回
線
設
備
等
端
末
の
電
気
的

条
件
等
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

二
四
14
七
五

三
〇

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
プ
ロ
ト
コ

ル
移
動
電
話
端
末
又
は
自
営

電
気
通
信
設
備
で
あ
っ
て
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
プ
ロ
ト
コ

ル
移
動
電
話
用
設
備
に
接
続

さ
れ
る
も
の
の
送
信
タ
イ
ミ

ン
グ
の
条
件
等
を
定
め
る
件

二
四
14
七
七

三
一

本
邦
外
に
在
住
す
る
日
本
人

向
け
の
広
報
を
送
信
す
る
無

線
局
の
運
用
に
関
す
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

二
八
16

三
二
三
三

特
定
国
外
派
遣
組
織
を
指
定

す
る
件

三
一

二

三
四

地
方
公
共
団
体
の
物
品
等
又

は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の

特
例
を
定
め
る
政
令
第
五
条

第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る

総
務
大
臣
が
定
め
る
場
合
及

び
同
項
第
二
号
に
規
定
す
る

総
務
大
臣
が
定
め
る
要
件
を

定
め
る
件

三
一

二

三
五

市
の
境
界
変
更
の
件

三
一

二

三
六
四
〇

市
町
の
境
界
変
更
の
件

三
一

三

四
一

地
方
自
治
法
第
二
百
八
十
四

条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
広

域
連
合
の
設
置
を
許
可
し
た

件

三
一

四

〇
総

務

省
、
法
務
省
、

経
済
産
業
省

一

電
子
署
名
及
び
認
証
業
務
に

関
す
る
法
律
第
九
条
第
一
項

に
規
定
す
る
特
定
認
証
業
務

の
変
更
の
認
定
に
関
す
る
件

一
五

三

〇
総

務

省
、
農
林
水
産
省
、

国
土
交
通
省

一

半
島
振
興
法
に
基
づ
く
産
業

振
興
促
進
計
画
を
認
定
す
る

件

一
〇

四

二

離
島
振
興
対
策
実
施
地
域
に

お
い
て
産
業
投
資
促
進
計
画

が
策
定
さ
れ
た
地
区
を
指
定

す
る
件

一
〇

四

〇
中
央
選
挙
管
理
会

一

平
成
二
十
八
年
七
月
十
日
執

行
の
参
議
院
比
例
代
表
選
出

議
員
選
挙
に
お
け
る
公
職
の

候
補
者
の
選
挙
運
動
に
関
す

る
収
支
報
告
書
の
要
旨
を
公

表
す
る
件
の
一
部
を
訂
正
す

る
件

一
一
6

四

〇
政
治
資
金
適
正
化
委
員

会

一

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

基
づ
き
、
登
録
政
治
資
金
監

査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者
を

公
告
す
る
件

八

六

二

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

基
づ
き
、
登
録
政
治
資
金
監

査
人
の
登
録
を
抹
消
し
た
者

を
公
告
す
る
件

八

六

三

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

基
づ
き
、
登
録
政
治
資
金
監

査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者
を

公
告
す
る
件

一
五

三

四

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

基
づ
き
、
登
録
政
治
資
金
監

査
人
の
登
録
を
抹
消
し
た
者

を
公
告
す
る
件

一
五

三

〇
消

防

庁

一

消
防
法
施
行
規
則
第
三
十
一

条
の
四
第
二
項
に
規
定
す
る

登
録
認
定
機
関
の
主
た
る
事

務
所
の
所
在
地
の
変
更
に
関

す
る
件

九

二

〇
法

務

省

一

公
証
人
法
第
七
条
ノ
二
第
一

項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
件

四

一

二

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

一
〇

五

三

〃

一
一

二

四

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事

務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別

措
置
法
第
七
条
の
規
定
に
よ

る
承
認
を
し
た
件

一
五

三

五

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事

務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別

措
置
法
第
十
六
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
特
定
外
国
法

を
指
定
し
た
件

一
五

三

六

司
法
書
士
法
第
三
条
第
二
項

第
一
号
の
研
修
の
指
定

一
七

一

七

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

一
七

一

八九

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事

務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別

措
置
法
第
七
条
の
規
定
に
よ

る
承
認
を
し
た
件

二
二

二

一
〇

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事

務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別

措
置
法
第
十
六
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
特
定
外
国
法

を
指
定
し
た
件

二
二

二

一
一

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

二
三

四

一
二

〃

二
九

一

一
三

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定

法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の

基
準
を
定
め
る
省
令
の
留
学

の
在
留
資
格
に
係
る
基
準
の

規
定
に
基
づ
き
日
本
語
教
育

機
関
等
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

二
九
17

一

一
四

日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る

件

三
〇

六

〇
外

務

省

一

フ
ィ
ジ
ー
共
和
国
政
府
に
対

す
る
贈
与
に
関
す
る
日
本
国

政
府
と
フ
ィ
ジ
ー
共
和
国
政

府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に

関
す
る
件

七

一

二

離
島
開
発
用
多
目
的
船
建
造

計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関
す

る
日
本
国
政
府
と
ツ
バ
ル
政

府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に

関
す
る
件

七

一

三

ザ
ン
ビ
ア
共
和
国
政
府
に
対

す
る
贈
与
に
関
す
る
日
本
国

政
府
と
ザ
ン
ビ
ア
共
和
国
政

府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に

関
す
る
件

九

二

四

ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和
国

に
つ
い
て
の
環
太
平
洋
パ
ー

ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
に
関
す
る
包

括
的
及
び
先
進
的
な
協
定
の

効
力
発
生
に
関
す
る
件

一
一

三

五

環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ

プ
に
関
す
る
包
括
的
及
び
先

進
的
な
協
定
第
十
四
・
十
一

条
（
情
報
の
電
子
的
手
段
に

よ
る
国
境
を
越
え
る
移
転
）

及
び
第
十
四
・
十
三
条
（
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
関
連
設
備
の
設

置
）
の
規
定
に
基
づ
く
義
務

の
違
反
に
関
す
る
同
協
定
第

二
十
八
章
（
紛
争
解
決
）
の

規
定
の
適
用
に
関
す
る
日
本

国
政
府
と
ベ
ト
ナ
ム
社
会
主

義
共
和
国
政
府
と
の
間
の
書

簡
の
交
換
に
関
す
る
件

一
一

三

六

環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ

プ
に
関
す
る
包
括
的
及
び
先

進
的
な
協
定
第
十
九
章
（
労

働
）
に
定
め
る
義
務
の
違
反


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